
  ◆制度改正に当たって 
 
  平成30年10月の総合事業の改正に伴い、新規申請・加算届等の申請が必要になります。 
  現在の指定状況及び平成30年４月の指定更新の状況によって、必要な届出等が異なりますので、 
 ご注意ください。 
 
   
 
 

制度改正に係る事業所の指定等① 

平成30年10月改正に向けて必要な申請等 

※注１ 変更がある場合 
※注２ 運営規程（料金表含む）の変更がある場合 
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平成30年9月までに指定を受
けたサービスの種類 

市独自基準 
サービスの指定申請 加算届 変更届 

Ａ２のみ 
※Ａ３希望の事業所 

○ ○ 
※注１ 

－ 

Ａ２・Ａ３ － ○ 
※注１ 

○ 
※注２ 

Ａ６のみ 
※Ａ７希望の事業所 

○ ○ － 

Ａ６・Ａ７ － ○ 
※注１ 

○ 
※注２ 



指定有効期間等について（訪問型サービス） 

制度改正に係る事業所の指定等② 

指定日：平成30年４月～ 
（指定日：平成28年4月～） 

平成30年10月～ 

【訪問型パターン①】 
Ａ２のみ指定 
10/1からＡ３指定 

【訪問型パターン②】 
Ａ２・Ａ３指定 

A２ 指定有効期間：指定日から６年間 

A３ 指定有効期間：10/1から６年間 

指定申請＋加算届提出 

A２ 
指定有効期間：指定日から６年間 

A３ 
加算届＋変更届提出 

※変更届は、運営規程（料金表）の変更がある場合 
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指定有効期間等について（通所型サービス） 

制度改正に係る事業所の指定等③ 
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指定日：平成30年４月～ 
（指定日：平成28年4月～） 

平成30年10月～ 

【通所型パターン①】 
Ａ６のみ指定 
10/1からＡ７指定 

【通所型パターン②】 
Ａ６・Ａ７指定 

A６ 指定有効期間：指定日から６年間 

A７ 指定有効期間：10/1から６年間 

指定申請＋加算届提出 

A６ 
指定有効期間：指定日から６年間 

A７ 加算届出＋変更届提出 

※変更届は、運営規程（料金表）の変更がある場合 



スケジュール 

平成30年２月下旬 みなし指定事業所指定更新申請の受付締切 

平成30年 ３月下旬 指定事業者の公表（A２・A3・A６・Ａ７） 

平成30年 ８月下旬 
市独自基準型サービスの指定申請、加算届等 
受付締切 

平成30年 ９月下旬 指定事業者の公表（A２・A3・A６・Ａ７） 

制度改正に係る事業所の指定等④ 
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制度改正に係る事業所の指定等⑤ 

≪その他注意事項≫ 

 
 １ 定款の変更 
   法人等の定款に総合事業の記載がない（読み取れない）場合には、定款の変更が必要です。 
   【例】「介護保険法に基づく第１号事業」 
 
   ※「老人居宅介護等事業」の定義には「第１号訪問事業」、「老人デイサービス事業」の定義 
    には「第１号通所事業」が含まれているため、定款の変更は必要ありません。 
     
 ２ 運営規程や契約書等の事業名称の変更 

    具体的な事業の内容が分かる名称を使用してください。 
     【例】  「第１号訪問事業（国基準相当訪問型サービス、訪問型サービス）」 
          「第１号通所事業（国基準相当通所型サービス、通所型サービス）」 等 
 

    ※総合事業開始に伴う定款・運営規程の変更については、変更届の提出は必要ありません。         
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全体 サービス内容に関すること 事業所指定に関すること 

2月 総合事業説明会 指定申請の受付締切 

3月 指定事業者の公表 

4月 
ふれあい支援員によるサービス
提供の強化 

7～8月 
パンフレット配布 

（新基準の総合事業
について） 

8月下旬 
単位変更に伴う指定の 
受付 

9月 
ホームページ・広報で
の周知 

10月 新基準開始 

今後のスケジュール 
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平成30年度新規事業「地域介護予防活動支援事業・通いの場」（案） 

市民の自主運営による、介護予防につながる活動の場の立ち上げを支援します。 
 
  ・半数が65歳以上の高齢者で構成された10人以上のグループ 
  ・月2回以上の活動 
  ・助成金額５千円／月    助成期間：立ち上げから3年間 
  ・平成30年度は30グループを支援予定。 
  ・生活支援コーディネーターが立ち上げを支援します。 
 
  ＊事業に関する問い合わせ先→高齢者支援課高齢者相談係 
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